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アジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュース No.13-34 

 添付法令資料 1： 個人の警護に関する個人の警護に関する個人の警護に関する個人の警護に関する 2001200120012001 年年年年 6666 月月月月 7777 日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律（目次） 

 添付法令資料 2： 行政的責任に関する行政的責任に関する行政的責任に関する行政的責任に関する 1992199219921992 年年年年 11111111 月月月月 27272727 日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律    

        （目次） 

 添付法令資料 3： 有価証券及び証券市場に関する有価証券及び証券市場に関する有価証券及び証券市場に関する有価証券及び証券市場に関する 2006200620062006 年年年年 2222 月月月月 23232323 日付ウクライ日付ウクライ日付ウクライ日付ウクライ    

        ナ法律ナ法律ナ法律ナ法律 No.3480No.3480No.3480No.3480‐Ⅳ‐Ⅳ‐Ⅳ‐Ⅳ（目次） 

 添付法令資料 4： 国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセスの保国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセスの保国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセスの保国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセスの保    

        障に関する障に関する障に関する障に関する 2009200920092009 年年年年 2222 月月月月 9999 日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律 No.8No.8No.8No.8----FZFZFZFZ（目次） 

 添付法令資料 5： 韓国独占規制及び公正取引に関する法律一部改正法律（修正箇所）韓国独占規制及び公正取引に関する法律一部改正法律（修正箇所）韓国独占規制及び公正取引に関する法律一部改正法律（修正箇所）韓国独占規制及び公正取引に関する法律一部改正法律（修正箇所） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2013 年 8 月 23 日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 円すいころ軸受に対して課する報復関税に関する政令の一部を改正する政令

（第 238号） 
13.08.20公布／13.09.01施行 

2 円すいころ軸受に対して課する報復関税に関する政令に規定する原産地の意

義に関する省令の一部を改正する省令（財務省令第 50号） 
13.08.20公布／13.09.01施行 

3 アメリカ合衆国を原産地とする玉軸受等について関税定率法第 6条第 1項の

規定により報復関税を課することが決定された件（財務省告示第 272号） 
13.08.20公布 

4 バイオマス燃料有効活用計画のための贈与に関する日本国政府とモルドバ共

和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 286号） 
13.08.21公布／13.08.06発効 

5 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律

に基づく第一種使用規程の承認の件（厚生労働省・環境省告示第 2号） 
13.08.21公布 

6 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣

府令（第 52号） 
13.08.21公布 

7 適格消費者団体を公示する件（消費者庁告示第 4号、第 5号） 
13.08.22公布 

8 旅客自動車運送事業運輸規則の一部を改正する省令（国土交通省令第 71号） 
13.08.23公布／14.05.01施行（ただし、一部を除く。） 

9 特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に関する特別措置法第 3 条第 1
項の規定に基づき、特定多国籍企業による研究開発事業及び統括事業の促進に

関する基本方針の一部を改正する件（内閣府・総務省・財務省・厚生労働省・

農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省告示第 1号） 
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13.08.23公布／同日施行 
10 円借款の供与に関する日本国政府とモルドバ共和国政府との間の書簡の交換

に関する件（外務省告示第 288号） 
13.08.23公布／13.08.06発効 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 「出入国禁止物品表」及び「出入国制限物品表」に関係する問題の解釈に関

する公告 
  （关于《中华人民共和国禁止进出境物品表》和《中华人民共和国限制进出境
物品表》有关问题解释的公告） 

13.08.16 発布 税関総署公告 2013年第 46号／同日施行 
2 鉄道投融資体制を改革し、鉄道建設の推進を加速することに関する国務院の

意見 

  （国务院关于改革铁路投融资体制加快推进铁路建设的意见） 
13.08.09 公布 国発[2013]33号 

3 重要地理情報の公開地図上における表示をより一層規範化することに関する

通知 
  （关于进一步规范重要地理信息在公开地图上表示的通知） 

13.08.02 発布 国測図発[2013]2号 
4 人体献納器官取得及び分配管理規定（試行） 
  （人体捐献器官获取与分配管理规定（试行）） 

13.08.13 発布 国衛医発[2013]11号／13.09.01 施行 
5 電子銀行個人外国為替決済・売却業務接続審査業務の規範化に関する国家外

国為替管理局総合司の通知 
  （国家外汇管理局综合司关于规范电子银行个人结售汇业务接入审核工作的通
知） 

13.08.13 発布 匯総発[2013]77号 
6 ネットワーク文化経営単位内容自己審査管理弁法 
  （网络文化经营单位内容自审管理办法） 

13.08.12 発布 文市発[2013]39号／13.12.01 施行 
 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 金融市場の分野における規制、コントロール及び監督に係る権限をロシア連

邦中央銀行に対し移転することに関連して個別のロシア連邦法規へ変更を導
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入することに関する 2013年 7月 23日付ロシア連邦法律 No.251-FZ 
一部を除き、13.09.01施行 

2 不動産客体の権利の国家登記及びその国家不動産台帳記帳に関して個別のロ

シア連邦法規へ変更を導入することに関する 2013年 7月 23日付ロシア連邦法

律 No.250-FZ 
一部を除き、13.10.01施行 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 4 ベトナム 

1 企業所得税法の若干の条項の修正・補充法（第 32/2013/QH13号） 
13.06.28公布 国家主席令第 06/2013/L-CTN号／14.01.01施行（一部の

規定を除く。） 
2 災害防止・管理法（第 33/2013/QH13号） 

13.06.28公布 国家主席令第 07/2013/L-CTN号／14.05.01施行 
3 基層和解法（第 35/2013/QH13号） 

13.06.28公布 国家主席令第 08/2013/L-CTN号／14.01.01施行 
4 信用組織及び外国銀行支店における組織及び個人のベトナムドン建て預金に

関する上限金利を規定するベトナム国家銀行の 2013 年 6 月 27 日付第

15/2013/TT-NHNN号通知 
13.06.28施行 

5 若干の経済領域・分野の資金需要に応えるため顧客に対する信用組織及び外

国銀行支店におけるベトナムドン建て短期貸付けの上限金利を規定するベト

ナム国家銀行の 2013年 6月 27日付第 16/2013/TT-NHNN号通知 
13.06.28施行 

6 居住法の若干の条項の修正・補充法（第 36/2013/QH13号） 
13.06.28公布 国家主席令第 09/2013/L-CTN号／14.01.01施行 

7 企業法第 170条の修正・補充法（第 37/2013/QH13号） 
13.06.28公布 国家主席令第 10/2013/L-CTN号／13.08.01施行 

8 家庭戸及び個人の年度農作地、水産養殖地及び製塩地に係る使用期間延長を

議定する第 49/2013/QH13号議定 
13.06.28公布 国家主席令第 11/2013/L-CTN号／13.10.01施行 

9 個人所得税法及び個人所得税法の若干の条項の修正・補充法の若干の条項の

細則を規定する政府の 2013年 6月 27日付第 65/2013/NĐ-CP号議定 
13.08.15施行 

10 税、財政・会計及び証券の分野における犯罪者に関する刑事法典の若干の条

項の適用を指導する司法省、公安省、最高人民裁判所、最高人民検察院及び財

政 省 の 2013 年 6 月 26 日 付 第

10/2013/TTLT-BTP-BCA-TANDTC-VKSNDTC-BTC号連合通知 
13.08.15施行 

11 証券市場上の電子取引を指導する財政部の 2013 年 6 月 28 日付第

87/2013/TT-BTC号通知 
13.08.15施行 

12 DNA定性・定量分析方法による遺伝子組換生物の検出における技術規程及び

経済・技術規範を規定する資源・環境省の 2013 年 6 月 21 日付第
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13/2013/TT-BTNMT号通知 
13.08.05施行 

13 国家技術標準を公布する情報・通信省の 2012 年 12 月 4 日付第

20/2012/TT-BTTTT 号通知を修正し、及び補充する情報・通信省の 2013 年 7
月 1日付第 15/2013/TT-BTTTT号通知 

13.08.15施行 
14 高速船の分級及び建造に関する国家技術標準を公布する交通・運輸省の 2013
年 5月 22日付第 11/2013/TT-BGTVT号通知 

13.12.01施行 
15 2020 年までの国家技術革新プログラムに属する科学及び技術任務の実施を

確定し、選択し、審査・決定し及び直接通信することを指導する科学・技術省

の 2013年 1月 30日付第 03/2013/TT-BKHCN号通知 
公布日から 45日後に施行 

16 石炭の経営に係る条件に関して規定する工商省の 2013 年 7 月 15 日付第

14/2013/TT-BCT号通知 
13.09.01施行 

17 石炭の輸出に関して規定する工商省の 2013 年 7 月 15 日付第

15/2013/TT-BCT号通知 
13.09.01施行 

18 企業における棚卸資産の価値減少並びに財政投資、不良債権及び産品、物品

又は土木工事の保証に係る金銭の損失に対する引当金の設定及び使用の制度を

指導する財政省の 2009年 12月 7日付第 228/2009/TT-BTC号通知を修正し、

及び補充する財政省の 2013年 6月 28日付第 89/2013/TT-BTC号通知 
13.07.26施行 

 

第 5 韓国 

1 外国人等の情報通信工事業登録手続及び資格等認定基準 
13.08.19公布 未来創造科学部告示第 2013-93号／同日施行 

2 刑事訴訟法一部改正法律（案）立法予告 
13.08.20公布 法務部公告第 2013-182号 

3 電子金融取引法施行令一部改正令（案）立法予告 
13.08.21公布 金融委員会公告第 2013-136 

4 所得税法一部改正法律（案）立法予告 
13.08.23公布 企画財政部公告第 2013-157号 

5 電気・電子製品及び自動車の資源循環に関する法律施行令一部改正令（案）

立法予告 
13.08.23公布 環境部公告第 2013-438号 

6 電気・電子製品及び自動車の資源循環に関する法律施行規則一部改正令（案）

立法予告 
13.08.23公布 環境部公告第 2013-439号 

 

第 6 台湾 

1 貨物通関自動化実施弁法（修正） 
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13.08.16発布 財政部 台財関字第 1021018379号／発布日から施行 
2 税関輸出入倉庫管理弁法（修正） 

13.08.16発布 財政部 台財関字第 1021018458号 
3 税関コンテナ集散ステーション管理弁法（修正） 

13.08.16発布 財政部 台財関字第 1021018443号 
4 運送手段輸出入通関管理弁法（修正） 

13.08.16発布 財政部 台財関字第 1021018416号 
5 輸出貨物税関申告検査通関弁法（修正） 

13.08.19発布 財政部 台財関字第 1021018222号 
6 先物取引法施行細則（修正） 

13.08.20発布 金融監督管理委員会 金管證期字第 1020031540号 
7 通関ネットワーク経営許可及び管理弁法（修正） 

13.08.21発布 財政部 台財関字第 1021018720号 
 

第 7 香港特別行政区 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 タイ 

1 仏暦 2556年（西暦 2013年）のマネーロンダリングの予防及び取締局令（第

2回） 
13.07.31発布 

 

第 10 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 11 フィリピン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 12 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 13 モンゴル 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 カザフスタン 

1 いくつかのカザフスタン共和国政府決定への変更の導入に関するカザフスタ

ン共和国政府決定 
2013年 4月 30日付 No.434／公布の日から 10日後に施行 

2 いくつかのカザフスタン共和国政府決定への変更の導入に関するカザフスタ

ン共和国政府決定 
2013年 4月 30日付 No.641／公布の日から施行。ただし、一部を除く。 

3 ジャーナリストの認可規則の承認に関するカザフスタン共和国文化及び情報

相命令 
2013年 6月 21日付No.138 同年 7月 26日法務省登録No.8581／公布の

日から 10日後に施行 
4 独占的な高価格の摘発に係る方法の承認に関するカザフスタン共和国競争保

護庁（反独占庁）長官命令 
2013年 5月 28日付 No.140-OD 同年 7月 1日法務省登録 No.8538／公

布の日から施行 
5 独占的な低価格の摘発に係る方法の承認に関するカザフスタン共和国競争保

護庁（反独占庁）長官命令 
2013年 5月 28日付 No.141-OD 同年 7月 1日法務省登録 No.8537／公

布の日から施行 
6 教育上のモニタリングの範囲内の行政データの様式の承認に関するカザフス

タン共和国教育及び科学相命令 
2012年 12月 27日付 No.570 同年 3月 11日法務省登録 No.8369／公布

の日から 10日後に施行 
7 評価活動のいくつかの問題に関するカザフスタン共和国政府決定 

2013年 2月 12日付 No.124／公布の日から 10日後に施行 
8 利用が新たに開始される発電所の建設に対する標準契約の承認に関するカザ

フスタン共和国政府決定 
2013年 3月 29日付 No.302／公布の日から 10日後に施行 

9 電力市場の組織化及び機能規則の承認に関するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 3月 29日付 No.303／2015年 1月 1日から施行。ただし、一部を

除く。 
10 特別種類の肉の輸入に対する税率表クォータ規模の割当のいくつかの問題に

関する 2013年 4月 12日付 No.343カザフスタン共和国政府決定への変更の導

入に関するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 8月 7日付No.809／公布の日から 10日後に施行 

11 技術的装備後の発電所並びに電気回路及び熱回路のエネルギー施設の利用へ

の受領規則の承認に関するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 6月 21日付 No.642／公布の日から 10日後に施行 

12 熱エネルギーの利用規則の承認に関するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 7月 10日付 No.712／公布の日から 10日後に施行 

13 電力の利用規則の承認に関するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 7月 10日付 No.713／公布の日から 10日後に施行 
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第 15 ウズベキスタン 

1 ウズベキスタン共和国の 2013 年における基本的マクロ経済指標の予測及び

国家予算のパラメータに関する 2012年 12月 25日付ウズベキスタン共和国大

統領令 No.PP-1887への変更の導入に関するウズベキスタン共和国大統領令 
2013年 8月 5日付 No.PP-2018／同月 12日官報 No.32（584）掲載法令

No.424 
2 ウズベキスタン共和国内閣付属のウズベキスタン農業用機械及び技術の品質

認定及び実験国家センターの活動の改善に関するウズベキスタン共和国内閣

決定 
2013年 8月 1日付No.214／同月 12日官報No.32（584）掲載法令No.426 

3 裁判官の社会的保護及び当該職務候補者の教育の組織的ベースの改良措置に

関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2013年 8月 2日付No.216／同月 12日官報No.32（584）掲載法令No.427 

4 ウズベキスタン共和国関税国境を通過する者の検査手続に関する細則への変

更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国国家関税委員会決定 
2013年 7月 15日付No.01-02/20-18 同年 8月 5日法務省登録No.1307-3

／同月 12日施行 
5 ウズベキスタン共和国の国内会計基準（NSBUNo.23）「組織再編の実施に際

する財務報告の作成」への変更の導入に関するウズベキスタン共和国財務省命

令 
2013年 7月 24日付No.72 同年 8月 7日法務省登録No.1484-1／同月 12

日施行 
6 賃金、年金、奨学金及び手当の増額に関する 2013年 7月 11日付ウズベキス

タン共和国大統領令No.UP-4547に係る年金の再計算手続に関する規程の承認

に関するウズベキスタン共和国財務省命令 
2013年 8月 2日付No.74 同月 7日法務省登録No.2497／同月 12日施行 

7 二次ポリマー原材料の輸出の簡素化に関するウズベキスタン共和国大統領決

定 
2013 年 8 月 8 日付 No.UP4553／同月 19 日官報 No.33（585）掲載法令

No.436／同日施行 
 

8 小企業及び私的事業主体の輸出の支援に係る追加措置に関するウズベキスタ

ン共和国大統領決定 
2013年 8月 8日付 No.PP-2022／同月 19日官報 No.33（585）掲載法令

No.437／同月 9日施行 
9 ウズベキスタン共和国におけるランドスケープのデザインの発展プログラム

の承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2013年 8月 13日付No.223／同月 19日官報No.33（585）掲載法令No.440

／同日施行 
10 虚偽倒産、倒産の隠匿及び計画倒産の前兆の摘発に係る規則の承認に関する

ウズベキスタン共和国内閣決定 
2013年 8月 14日付No.224／同月 19日官報No.33（585）掲載法令No.441

／同日施行 
11 事業活動分野における許可手続に関するウズベキスタン共和国法律の執行に
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係る措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2013年 8月 15日付No.225／同月 19日官報No.33（585）掲載法令No.442

／同日施行 
12 ウズベキスタン共和国領域に輸入される消費商品の一覧表の承認に関するウ

ズベキスタン共和国経済省、財務省、対外経済関係、投資及び貿易省並びに国

家税務委員会の決定 
2013年 7月 16日付経済省 No.40、財務省No.67、対外経済関係、投資及

び貿易省 No.7並びに国家税務委員会 No.01-02/8-16 同年 8月 12日法務省

登録 No.2500／同月 19日施行 
13 ミクロクレジット組織の活動のライセンシング手続に関する規程への変更及

び追加の導入に関するウズベキスタン共和国中央銀行理事会決定 
2013年 7月 27日付No.14/13 同年 8月 15日法務省登録No.2093-4／同

月 19日施行 
 

第 16 トルコ 

1 漁船においてなされる労働における健康及び安全措置に関する労働及び社会

保障省の規則 
2013年 8月 20日官報 No.28741／同日施行 

2 関税和解規則における変更の実施に関する関税及び貿易省の規則 
2013年 8月 20日官報 No.28741／同日施行 

3 民間航空管理総局の航空運送手段並びに関連製品、部品及び設備の耐空性及

び環境に係る証明規則（SHY-21） 
2013年 8月 20日官報 No.28741／同日施行 

4 エチルアルコール及びメチルアルコールの製造並びに対内及び対外取引に係

る方法及び原則に関する規則における変更の実施に関するタバコ及びアルコ

ール市場調整機構の規則 
2013年 8月 20日官報 No.28741／同日施行 

5 輸入における基準への該当性の検査通知（製品の安全性及び検査：2013/1）
における変更の実施に関する経済省の通知（製品の安全性及び検査：2013/30） 

2013年 8月 19日官報 No.28740／同日施行 
6 輸入における監督の執行に係る経済省の通知（通知 No.2013/10） 

2013年 8月 19日官報 No.28740／同日施行 
7 財務省並びに環境及び都市計画省の不動産税法律一般通知（シリーズ No.62） 

2013年 8月 17日官報 No.28738／同日施行 
 

第 17 ウクライナ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 ポーランド 

1 ポーランド共和国の海域及び海洋管理に関する法律の単一テキストの公布に

関する 2013年 6月 21日付国会下院議長の公告 
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13.08.16公布 No.934 
2 農業再構築及び現代化庁に規定を付与することに関する農業及び農村発展相

の命令の単一テキストの公布に関する 2013年 5月 22日付農業及び農村発展相

の公告 
13.08.19公布 No.936 

3 公的ファイナンスに関する法律の変更に関する 2013年 7月 26日付法律 
13.08.19公布 No.938／公布の日の翌日から施行 

4 消費税に関する法律の変更に関する 2013年 7月 12日付法律 
13.08.20公布 No.939／公布の日から 30日の期間経過後に施行 

5 不動産登記簿及び抵当権に関する法律の変更に関する 2013年 5月 24日付 
法律 

13.08.20公布 No.941／13.12.01施行 
6 不動産の売却における入札及び交渉の実施に係る方法及び手続に関する命令

を変更する 2013年 7月 23日付閣僚会議の命令 
13.08.20公布 No.942／公布の日から 14日の期間経過後に施行 

7 製造管理基準（Good Manufacturing Practice）に係る要求に関する命令を変

更する 2013年 7月 10日付保健相の命令 
13.08.21公布 No.944／公布の日から 14日の期間経過後に施行 

8 保険事業に関する法律の単一テキストの公布に関する 2013 年 4 月 5 日付国

会下院議長の公告 
13.08.22公布 No.950 

 

第 19 チェコ 

1 投資会社及び投資ファンドに関する 2013年 7月 3日付法律 
13.08.19公布 No.240／同日施行 

2 投資会社及び投資ファンドに関する法律の採択並びにいくつかのデリバティ

ブの処理を調整するEUの直接に適用可能な規定の採択に関連するいくつかの

法律の変更に関する 2013年 7月 30日付法律 
13.08.19公布 No.241／同日施行 

3 特別ファンドの重要情報の通知並びに文書形式以外の形式による特別ファン

ドの通知及び規約の提供方法に関する 2013年 7月 24日付政府命令 
13.08.19公布 No.242／同日施行 

4 投資ファンドの投資及びその運用に対する技能に関する 2013年 7月 24日付
政府命令 

13.08.19公布 No.243／同日施行 
 

第 20 南アフリカ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 21 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 22 ミャンマー 

1 国家公務員法 
13.03.08制定 

2 狭隘水路往来法を改正する法律 
13.08.20制定 

3 航路妨害に係る法律を改正する法律 
13.08.20制定 

 

第 23 添付法令資料 

   1 個人の警護に関する個人の警護に関する個人の警護に関する個人の警護に関する 2001200120012001 年年年年 6666 月月月月 7777 日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律（目次）    

   2 行政的責任に関する行政的責任に関する行政的責任に関する行政的責任に関する 1992199219921992 年年年年 11111111 月月月月 27272727 日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律（目次）    

   3 有価証券及び証券市場に関する有価証券及び証券市場に関する有価証券及び証券市場に関する有価証券及び証券市場に関する 2006200620062006 年年年年 2222 月月月月 23232323 日付ウクライナ法律日付ウクライナ法律日付ウクライナ法律日付ウクライナ法律 No.3480No.3480No.3480No.3480

‐Ⅳ‐Ⅳ‐Ⅳ‐Ⅳ（目次）    

   4 国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセスの保障に関す国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセスの保障に関す国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセスの保障に関す国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセスの保障に関す

るるるる 2009200920092009 年年年年 2222 月月月月 9999 日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律 No.8No.8No.8No.8----FZFZFZFZ（目次）    

   5 韓国独占規制及び公正取引に関する韓国独占規制及び公正取引に関する韓国独占規制及び公正取引に関する韓国独占規制及び公正取引に関する法律一部改正法律（修正箇所）法律一部改正法律（修正箇所）法律一部改正法律（修正箇所）法律一部改正法律（修正箇所）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

設樂 公晴  弁護士：マレーシア・インドネシア・モンゴル法令担当 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：インド・バングラデシュ法令担当 

 兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主任 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 
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デシュ・スリランカ・南アフリカ法令担当 

森 啓太   弁護士：租税・独占禁止・知的財産・シンガポール・韓国法令担当 

志賀 正帥  弁護士：金融（Banking, Securities & Insurance）・台湾・香港・ 
越南法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア法令担当 

秦野 晃一  弁護士：フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

商 蕾    外国法研究員（中国律師）：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  URYU & ITOGA ADVISORY SERVICE VIETNAM CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  北京市堅石律師事務所 律師：柳 錦実：韓国法令担当 

  上海堅海律師事務所 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 



1 
 

添付法令資料 1： 
 

個人の警護に関する 2001 年 6 月 7 日付モンゴル国法律（目次） 
2012 年最終改正 

 
第 1 章  一般原則（第 1 条ないし第 4 条） 
第 2 章  個人の警護活動（第 5 条ないし第 12 条） 
第 4 章  その他の規定（第 13 条及び第 14 条） 
注：第 3 章の表示は、存在しない。 
 
 
 
添付法令資料 2： 
 

行政的責任に関する 1992 年 11 月 27 日付モンゴル国法律（目次） 
1992 年 12 月 15 日施行 2013 年最終改正 

 
第 1 章  一般原則（第 1 条ないし第 20 条） 
第 2 章  いくつかの行政的違法行為及びそれに対して引き受けさせるべき責任（第

21 条ないし第 53¹条） 
第 3 章  その他の規定（第 54 条） 
 
 
 
添付法令資料 3： 
 

有価証券及び証券市場に関する 2006 年 2 月 23 日付ウクライナ法律 
No.3480‐Ⅳ（目次） 

一部を除き、公布の日から 30 日後に施行 2013 年最終改正 
 

第 1 章  総則（第 1 条ないし第 5-1 条） 
第 2 章  有価証券の種類（第 6 条ないし第 15 条） 
第 3 章  証券市場における専門的業務（第 16 条ないし第 27‐2 条） 
第 4 章  その公開募集及び非公開募集の際の有価証券の発行（第 28 条ないし第 38

条） 
第 5 章  証券市場における情報の開示（第 39 条ないし第 46 条） 
第 6 章  有価証券市場の規制（第 47 条ないし第 49 条） 
第 7 章  終則 
  



2 
 

添付法令資料 4： 
 

国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセスの保障に関する 
2009 年 2 月 9 日付ロシア連邦法律 No.8-FZ（目次） 

10.01.01 施行 
 

第 1 章  総則（第 1 条ないし第 8 条） 
第 2 章  国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセスの組織化並

びに当該情報へのアクセスを保障する際の基本的要件（第 9 条ないし第 11
条） 

第 3 章  国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報の提供（第 12 条ないし第

22 条） 
第 4 章  国家機関及び地方自治機関の活動に関する情報へのアクセス手続の違反

に対する責任（第 23 条ないし第 25 条） 
第 5 章  終則（第 26 条） 
 
 
添付法令資料 5： 
 

韓国独占規制及び公正取引に関する法律一部改正法律（修正箇所） 
 

1  第 5 章の題目「不公正取引行為の禁止」を「不公正取引行為及び特殊関係人に対

する不当な利益提供の禁止」にする。 
2  第 23 条第 1 項第 7 号を改正する。 
3  第 23 条第 2 項ないし第 5 項をそれぞれ第 3 項ないし第 6 項にし、同条の第 2 項

を新設し、同条第 6 項（従前の第 5 項）中「第 4 項」を「第 5 項」にする。 
4  第 23 条の 2（特殊関係人に対する不当な利益提供等禁止）を新設する。 
5  第 24 条中「第 23 条（不公正取引行為の禁止）第 1 項」を「第 23 条（不公正取

引行為の禁止）第 1 項若しくは第 2 項又は第 23 条の 2（特殊関係人に対する不当

な利益提供等禁止）」に、「当該事業者」を「該当事業者[第 23 条（不公正取引行為

の禁止）第 2 項及び第 23 条の 2（特殊関係人に対する不当な利益提供等禁止）の

場合には、該当特殊関係人又は会社を意味する。]」に、「当該不公正取引行為の禁

止」を「該当不公正取引行為又は特殊関係人に対する不当な利益提供行為の中止及

び再発防止のための措置」にする。 
6  第 24 条の 2 の題目以外の部分を第 1 項にし、同条第 1 項（従前の題目以外の部

分）本文中「第 23 条（不公正取引行為の禁止）第 1 項」を「第 23 条（不公正取引

行為の禁止）第 1 項（第 7 号は、除外する。）」に、「100 分の 2（第 7 号の規定に

違反した場合には 100 分の 5）」を「100 分の 2」にし、同条に第 2 項を新設する。 
7  第 66 条第 1 項に第 9 号の 2 を新設する。 
8  第 67 条第 2 号中「第 23 条（不公正取引行為の禁止）第 1 項」を「第 23 条（不

公正取引行為の禁止）第 1 項（第 7 号は、除外する。）」にする。 


